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平成２３年度業務実績評価調書：海上技術安全研究所 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 評定結果 評定理由 意見 

中期計画 平成２３年度計画    

Ⅰ．中期計画の期間 Ⅰ．年度計画の期間 － － － 

Ⅱ．基本方針 Ⅱ．年度計画の基本方針 － － － 

Ⅲ．国民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上

に関する目標を達成するため

にとるべき措置 

Ⅲ．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 
－ － － 

１．研究マネジメントの充実と

研究成果の普及促進 

(１) 研究マネジメントの充実

と外部連携の強化 

① 戦略的企画 

海事行政に係る政策課題を的

確に把握し研究への橋渡しを

するとともに、研究成果と課題

の的確なマッチングを念頭に

置いた研究を推進するため、研

究戦略案の策定及び研究資源

の配分案を企画立案する。 

特に、「安全・安心の確保」、「グ

リーン・イノベーションの推

進」及び「国際ルール形成への

戦略的な関与」を実現するため

に、技術的なフィージビィリテ

ィスタディー、研究テーマの選

定、研究開発体制の構築等を含

１．研究マネジメントの充実と研究成

果の普及促進 

(１) 研究マネジメントの充実と外部

連携の強化 

① 戦略的企画 

海事行政に係る政策課題を的確に把握

し研究への橋渡しをするとともに、研

究成果と課題の的確なマッチングを念

頭に置いた研究を推進するため、研究

戦略案の策定及び研究資源の配分案を

企画立案する。 

特に、「安全・安心の確保」、「グリーン・

イノベーションの推進」及び「国際ル

ール形成への戦略的な関与」を実現す

るために、技術的なフィージビィリテ

ィスタディー、研究テーマの選定、研

究開発体制の構築等を含んだ総合的な

研究開発計画の企画立案・コーディネ

ート機能の向上を図る。 

A 

 

 23 年度は第 3 期中期計画の初年度である

ことから、中期計画の円滑な実施環境を整

えるために、19 年度に策定した中長期戦略

の見直しを実施し、経営ビジョンを実現す

るために保有すべき中核的技術であるコア

技術の再設定を行い、さらに、経営ビジョ

ンの実現に欠かせない資源である人材に関

して、若手研究者の研究能力向上策、中堅

研究者のマネジメント能力向上策を中心に

人材育成プログラムの充実を図った。 

 行政ニーズに基づき最優先で取り組むべき

重点研究に運営費交付金による研究費の約

8 割を重点配分するとともに、第３四半期

に重点研究の立上げフォローアップを実施

し、震災による研究施設の修繕等の影響を

考慮した年度後半の研究計画見直しを実施

し、重点研究を円滑に立ち上げ、軌道に乗

るよう措置した。 

 新たな政策課題に対応した、プロジェクト

○今後も引き続き新

たな政策課題に対応

した研究プロジェク

トを実施して頂きた

い。 
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んだ総合的な研究開発計画の

企画立案・コーディネート機能

の向上を図る。 

② 外部からの研究評価の拡

充 

外部評価委員会における評価

者への関連説明の充実、アウト

カムの視点からの評価を充実

するなど、外部有識者による研

究評価の充実を図るとともに、

民間等との研究分担、連携強

化、重複の排除、研究の重点化

等の新たな観点を加え、研究評

価の深度化を進める。更に、研

究テーマについて、関係学会・

業界等へのアンケート等を実

施し、外部からの的確な研究評

価に努め、評価結果を研究課題

の選定や研究の実施に反映す

る。 

 

③ 基礎研究の活性化 

研究ポテンシャルの維持・向

上、海事分野での新たなシーズ

の創生を図るため、大学等と連

携して行う「大学等連携型基盤

研究」の設定、競争的資金の活

用、内部研究資金での若手枠の

設定等により基礎研究の活性

化を図る。 

 

 

 

④ 研究者の意欲向上に資す

る環境の整備 

② 外部からの研究評価の拡充 

外部評価委員会における評価者に対

し、研究課題の位置付けや行政の動向、

技術開発動向等の関連説明、アウトカ

ムの視点からの成果の説明を充実する

ことにより、外部有識者による研究評

価の充実を図るとともに、民間等との

研究分担、連携強化、重複の排除、研

究の重点化等の新たな観点を加えた評

価により、研究計画から成果に至るま

での各研究フェーズにおいて評価を実

施し、社会・行政の動向や研究の進捗

状況を踏まえた的確な研究の見直しを

行う。 

③ 基礎研究の活性化 

海事分野での新たなシーズの創生を図

るため、大学等と連携して行う「大学

等連携型基盤研究」を新たに立ち上げ

るとともに、研究ポテンシャル維持・

向上を図るために、内部研究資金での

若手研究者の優先枠の設定を行う。 

加えて、科学研究費補助金等の競争的

資金への応募を積極的に進める。 

④ 研究者の意欲向上に資する環境の

整備 

海事・海洋分野でのイノベーション、

政策支援機能の充実を目指すために

は、研究制度の見直し、活性化を実施

するだけでなく、職制にとらわれない

研究者の登用や個人の評価へ業績を適

切に反映するための制度の確実な実施

と充実を図る。 

 

 

 

チームの設置等を実施するとともに、福島

原発事故後の自然エネルギー開発の促進を

踏まえた海洋再生エネルギー研究開発支援

PT（24 年 1 月）、国際条約履行のための

EEDI（エネルギー効率設計指標）PT（24

年 4 月）を設置し、研究員、予算のシフト

を実施した。 

 研究を円滑に遂行するため、補正予算を確

保し、東日本大震災で被害を受けた 400m

試験水槽及び実海域再現水槽の緊急復旧を

実施した。 

 運営費交付金の一層の効率的な利用を図る

ため外部評価委員会の更なる機能強化を実

施した。具体的には、 

・先導研究・基盤研究についても外部評価

の対象として、研究計画妥当性、方向性等

を適切に評価 

・外部評価の視点として、民間等との分担・

連携強化、重複の排除等を追加 

が挙げられる。 

 研究の中間成果等に関する造船所、船社等

への企業ヒアリングを積極的に実施するこ

とにより当該成果への社会ニーズ等を踏ま

え、今後の研究計画へ反映した。 

 基礎研究の活性化を図り、シーズ創生、外

部連携の強化を目指して、基盤研究制度を

充実するとともに、大学等の知見等を活用

して、シーズ創生等を目指した大学等連携

型基盤研究（施設、資金提供型共同研究）、

ベテラン・OB 研究員をチューターとした若

手育成型基盤研究を導入した。 

 科研費について、積極的な応募を行うとと

もに、内部事前ヒアリング等による応募内

容の質の向上を図り、過去最多の４１件を

獲得 
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海事・海洋分野でのイノベーシ

ョン、政策支援機能の充実を目

指すためには、研究制度の見直

し、活性化を実施するだけでな

く、職制にとらわれない研究者

の登用や、優れた研究業績、行

政、産業界、学界等外部への貢

献、国際的な活動への貢献、価

値ある知的財産権の取得等を

個人の評価、研究費へ適切に反

映すること等により、研究者の

意欲向上を図る。 

⑤ 産学官が結集して行う研

究開発の推進 

地球環境保全、海洋開発等の新

たな社会的なニーズに対応す

るイノベーション技術の創成

を目的とした研究開発を産学

官が連携して効率的に実施す

るための「研究所の実験施設を

核にしたイノベーション研究

開発拠点の形成」を推進する。

この観点から、長期の開発期間

を要する基盤的技術開発を加

速するため、大学、民間、他の

公的研究機関等との有機的な

連携を強化するためのコーデ

ィネーター機能を高めるとと

もに、民間研究者の長期受入、

施設貸与の柔軟化等のオープ

ンラボ化を進めるなど、産学官

が結集して行う研究開発の環

境整備を推進する。 

⑥ 外部との人材交流等の促

進 

 

 

⑤ 産学官が結集して行う研究開発の

推進 

「研究所の実験施設を核にしたイノベ

ーション研究開発拠点の形成」を推進

するため、オープンラボ制度を整備す

る。 

また、長期の開発期間を要する基盤的

技術開発を加速するため、大学、民間、

他の公的研究機関等との有機的な連携

を強化するためのコーディネーター機

能を高め、プロジェクトを形成する。

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 外部との人材交流等の促進 

地球環境保全、海洋開発等の新たな分

野での研究開発能力を高めるととも

に、海事産業における基盤的な人材育

成に貢献するため、所内研修講座の外

部受講者への開放・受入、長期のイン

ターンシップ受入や大学、民間、外国

研究機関等との人材交流、若手研究員

のＯＪＴ研修等、情報交換、連携協定

締結等、外部との連携の促進を行う。

本年度計画期間中に、連携大学院、イ

ンターンシップ制度等の更なる活用に

より、延べ 40 名程度の研修員を受け

入れる。 

 基盤研究に関し、外部資金による受託研究

等の実施（獲得）実績に基づき、研究費に

上乗せして配算するインセンティブスキー

ムを実施し、さらに勤務評定結果を昇格に

反映する等研究者の登用や個人の評価へ業

績を適切に反映した。 

 産学官が結集して研究開発を行うための場

の創出、プロジェクトの形成に向けた連携

を強化するために、オープンラボを整備し、

外部の利用を開始した。 

 外部との交流促進、製造現場での実態把握

を進めるため民間企業への出向を初めて実

施した。 

 海事産業における基盤的な人材育成に引き

続き貢献するために、船舶海洋工学研修に

おいて、2３年度は、本所の他に３会場でテ

レビ会議システムを使用した受講を可能と

し、119 名の外部受講者を受け入れた。 

 インターンシップ等により大学生・大学院

生を 39 名受入れた。 
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地球環境保全、海洋開発等の新

たな分野での研究開発能力を

高めるとともに、海事産業にお

ける基盤的な人材育成に貢献

するため、所内研修講座の外部

受講者への開放・受入、長期の

インターンシップ受入や大学、

民間、外国研究機関等との人材

交流、若手研究員のＯＪＴ研修

等、情報交換、連携協定締結等、

外部との連携の促進を行う。 

中期計画期間中に、連携大学

院、インターンシップ制度等の

更なる活用により、延べ 200

名程度の研修員を受け入れる。 

 

(２) 研究成果の普及及び活用

の促進 

① 政策支援機能の拡充 

研究所が蓄積した技術基盤及

び研究成果を活用し、海難事故

の分析、海上輸送の安全確保、

海洋環境の保全等に関する国

内基準の策定・改正、海事産業

の 発 展 の た め の 社 会 経 済 分

析・基盤技術の確保、放射性輸

送物質等の安全の確認、油等防

除活動への助言等に関し、国土

交通省における海事政策の立

案・実施に積極的に貢献する。 

加えて、国内外の産学官におけ

る研究開発動向の収集・分析、

海上交通流シミュレーション、

環境ライフサイクルコスト等

の新たな政策評価ツールを活

 

(２) 研究成果の普及及び活用の促進

① 政策支援機能の拡充 

研究所が蓄積した技術基盤及び研究成

果を活用し、海難事故の分析、海上輸

送の安全確保、海洋環境の保全等に関

する国内基準の策定・改正、海事産業

の発展のための社会経済分析・基盤技

術の確保、放射性輸送物質等の安全の

確認、油等防除活動への助言等に関し、

国土交通省における海事政策の立案・

実施に積極的に貢献する。 

加えて、国内外の産学官における研究

開発動向の収集・分析、海上交通流シ

ミュレーション、環境ライフサイクル

コスト等の新たな政策評価ツールを活

用した海事行政に係る懸案事項への政

策提言を行う。 

② 実用化等の成果の普及、活用の促

進 

研究成果の産業界における活用促進を

図るとともに、研究所が有さない技術

を補完し、研究成果の質の向上、実用

化を加速するため、大学、民間、他の

公的研究機関等との連携を図り、共同

研究の実施や委託研究の受託を促進す

るとともに、競争的資金に積極的に応

募し、本年度計画期間中に、共同研究

及び受託研究については、延べ 154

件以上の研究を、各種競争的資金につ

いては、延べ 25 件以上の研究をそれ

ぞれ実施する。 

さらに、研究活動を紹介する広報につ

いては、冊子等の発行やインターネッ

トを通じた情報提供のさらなる充実を

 

 

 東日本大震災の震災・復興支援に積極的に

貢献した。具体的には 

・被災造船所における小型 FRP 漁船の復旧

を促進するための技能講習会に講師を派

遣 

・放射性物質海洋拡散シミュレーションに

よる海洋汚染の把握 

・国の福島沖の浮体式洋上風力発電プロジ

ェクト形成に貢献。また、釜石市におけ

る浮体式洋上風力発電システム事業の可

能性を具体化するための緊急検討業務に

も参画 

が挙げられる。 

 多くの海難事故原因究明に貢献した。 

・運輸安全委員会等から１０件の海難事故

調査を請負い、解析結果は同委員会の報

告に活用され、事故原因究明に貢献 

・CG による事故状況の再現を行い、重大事

故の再発防止のための啓蒙活動に貢献 

・事故低減策効果を推定する共同研究を運

輸安全委員会と実施 

 国内基準策定に貢献した。 

・放射性物質の海上輸送の安全審査におけ

る輸送物安全解析手法の妥当性評価や

IAEA の核物質防護勧告を踏まえた核燃

料物質海上輸送時のセキュリティ強化方

針の検討等、放射性物質等の海上輸送の

安全確保に貢献 

・内燃機関解放間隔を変えた場合の不具合

の見込みの定量化等を踏まえた内燃機関

の解放検査の回数を減らす合理的な検査

の方法の改正に貢献 

 研究成果の活用、実用化に向けて研究連携
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用した海事行政に係る懸案事

項への政策提言を行う。 

② 実用化等の成果の普及、活

用の促進 

研究成果の産業界における活

用促進を図るとともに、研究所

が有さない技術を補完し、研究

成果の質の向上、実用化を加速

するため、大学、民間、他の公

的研究機関等との連携を図り、

共同研究の実施や委託研究の

受託を促進するとともに、競争

的資金に積極的に応募し、中期

目標期間中に、共同研究及び受

託研究については、延べ 770

件以上の研究を、各種競争的資

金については、延べ 125 件以

上の研究をそれぞれ実施する。 

さらに、研究活動を紹介する広

報については、冊子等の発行や

インターネットを通じた情報

提供のさらなる充実を図り、イ

ンターネットホームページの

更新をタイムリーに更新し、メ

ールニュースの発信、海技研ニ

ュースの発行等、わかりやすい

情報提供に努める。 

施設見学については、大規模な

施設公開に加え、一般からの要

望にきめ細かく応えられるよ

う、希望者を公募して小規模な

実験公開等を、合計年６回以上

実施する。 

 

③ 戦略的知的財産の取得、活

図り、インターネットホームページの

更新をタイムリーに更新し、メールニ

ュースの発信、海技研ニュースの発行

等、わかりやすい情報提供に努める。

施設見学については、大規模な施設公

開に加え、一般からの要望にきめ細か

く応えられるよう、希望者を公募して

小規模な実験公開等を、合計年６回以

上実施する。 

③ 戦略的知的財産の取得、活用及び

運用 

研究所の成果の発信の形態として、特

許等知的財産権の出願、論文の発表、

国内外の学会・講演会での発表、ソフ

トウェアの提供等、多種多様な手段を

活用する。この際、知的財産権の実施

料の算定が適切なものとなっているか

検証した上で、必要に応じて見直しを

行う。 

成果の公表にあたっては、行政的な観

点及び産業界での有効活用の観点から

知的財産権化すべきものについては、

漏れなく特許、実用新案等を出願し、

戦略的かつ適切な権利取得に一層努め

る。 

また、本年度計画期間中に、所外発表

については、延べ 312 件以上を、特

許、プログラム等の知的財産所有権の

出願については、延べ 49 件以上を、

それぞれ実現するとともに、国外への

知の成果発信の観点から、英文論文数

を 100 件以上とする。 

 

主管による産・学・官への働きかけを強化

した結果、共同研究及び受託研究が 188

件、競争的資金が４７件を獲得した。また、

顧客満足度調査を実施し、研究者の対応、

報告書、契約手続きの全てに関し、９割以

上の相手先から満足されており、件数だけ

でなく成果の質についても高い評価を獲得

した。 

 6 月に開催した研究発表会について、今回

初めて TV 会議システムを使用し、サテラ

イト３会場へ配信した。 

 夏の一般公開では 2,194 名が来場し、夏の

一般公開としては過去最高を記録した。ま

た、参加希望者を公募して実施する実験公

開に力を入れ、３翼プロペラの性能実験等

４回開催し、年度計画を達成した。 

 所外発表については、年度計画に定めた目

標の達成状況を毎月モニタリングすること

により、所外発表４０２件、英文論文１２

６件と、年度計画を大幅に超える成果を達

成した。 

 知的財産権の実施許諾に係る対価の算定が

適切かについて、他の研究開発法人等との

比較検証を行い、適切なレベルであること

を確認した。 

 研究着手前から研究所の強みがある部分を

特定し、計画的に特許出願するとことによ

り、特許・プログラムを５０件出願・登録

し、年度計画を達成するとともに、民間出

身者の知財専門家の配置、知財専門家を育

成する OJT の導入等により、役に立つ特許

を創出した。 

 

以上により、中期目標の達成に向け、年度計画を

着実に実施している。 
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用及び運用 

研究所の成果の発信の形態と

して、特許等知的財産権の出

願、論文の発表、国内外の学

会・講演会での発表、ソフトウ

ェアの提供等、多種多様な手段

を活用する。この際、知的財産

権の実施料の算定が適切なも

のとなっているか検証した上

で、必要に応じて見直しを行

う。 

成果の公表に当たっては、行政

的な観点及び産業界での有効

活用の観点から知的財産権化

すべきものについては、漏れな

く特許、実用新案等を出願し、

戦略的かつ適切な権利取得に

一層努める。 

また、中期計画期間中に、所外

発表については、延べ 1,560

件以上を、特許、プログラム等

の知的財産所有権の出願につ

いては、延べ 245 件以上を、

それぞれ実現するとともに、国

外への知の成果発信の観点か

ら、英文論文数を 500 件以上

とする。 
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２．政策課題解決のために重点

的に取り組む研究 

中期目標に掲げられた研究開

発課題に対する適切な成果を

創出するため、本中期計画期間

においては、次に記載する研究

に重点的に取り組むこととす

る。研究課題は「民間にできる

ことは民間に委ねる」との考え

方に沿い、安全・環境に関する

基準策定に係る研究等政策課

題への対応には必要不可欠な

技術であるがビジネスの観点

からは利用価値の低いものや

先導的でリスクが高く民間で

の取り組みが困難なものであ

って、独立行政法人として一貫

した取り組みが必要なものに

重点化する。これら研究開発課

題に迅速かつ的確に対応する

ため、経営資源を重点的に充当

する。 

また、これら重点的に取り組む

研究開発課題以外のものであ

っても、本中期計画期間中の海

事行政を取り巻く環境変化に

より、喫緊の政策課題として対

応すべきものであれば、重点的

に取り組む研究開発課題と同

様に取り組むこととする。 

なお、課題に対する研究の選

定・研究過程、成果に関して、

国際海事機関（ＩＭＯ）、国際

標準化機構（ＩＳＯ）等の国際

機関における議論の進捗及び

２．政策課題解決のために重点的に取

り組む研究 

中期計画に掲げた次に記載する研究に

重点的に取り組むこととし、これら重

点的に取り組む研究開発課題に迅速か

つ的確に対応するため、経営資源を重

点的に充当する。 

研究課題は「民間にできることは民間

に委ねる」との考え方に沿い、安全・

環境に関する基準策定に係る研究等政

策課題への対応には必要不可欠な技術

であるがビジネスの観点からは利用価

値の低いものや先導的でリスクが高く

民間での取り組みが困難なものであっ

て、独立行政法人として一貫した取り

組みが必要なものに重点化する。 

なお、課題に対する研究の選定・研究

過程、成果に関して、国際海事機関（Ｉ

ＭＯ）、国際標準化機構（ＩＳＯ）等の

国際機関における議論の進捗及び海事

行政の政策動向に合わせて適時適切に

成果を創出できるよう、中期目標に規

定された考え方に則り、研究所による

内部評価及び識者による外部評価を通

じ、適切に行う。 

特に、本年度は、中期計画の初年度に

当たり、同計画の円滑な立上げを行う

ため、各研究課題の立上げ状況の把握

に努め、研究計画が軌道に乗るように

適切な支援を行う。 

 － － 
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海事行政の政策動向に合わせ

て適時適切に成果を創出でき

るよう、中期目標に規定された

考え方に則り、研究所による内

部評価及び識者による外部評

価を適切に行う。 

 

【海上輸送の安全の確保】 

国際条約等における技術的な

合理性に欠ける安全規制の導

入等による社会的コストの増

加に係る懸念を背景に、船舶の

安全性向上と社会的な負担の

バランスの確保を両立した安

全規制体系の構築が期待され

ている。 

研究所としては、荷重・構造一

貫性能直接評価手法の確立、リ

スクベース安全性評価手法の

標準化等の研究開発を通じて、

国際ルール化を日本が主導し、

安全性の強化と社会的な負担

の適正化を両立させる合理的

な安全規制体系の構築を支援

していくため設計レベルから

の革新的安全確保技術の確立

を目指した合理的規制体系の

構築に関する次の研究を行う。 

(１) 安全性の確保・向上に資

する、先進的な構造解析技術等

を活用した安全性評価手法の

開発・高度化及び革新的動力シ

【海上輸送の安全の確保】 

荷重・構造一貫性能直接評価手法の確

立、リスクベース安全性評価手法の標

準化等の研究開発を通じて、国際ルー

ル化を日本が主導し、安全性の強化と

社会的な負担の適正化を両立させる合

理的な安全規制体系の構築を支援して

いくため設計レベルからの革新的安全

確保技術の確立を目指した合理的規制

体系の構築に関する次の研究を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 安全性の確保・向上に資する、

先進的な構造解析技術等を活用した安

全性評価手法の開発・高度化及び革新

的動力システム等の新技術に対応した

安全性評価手法の開発に関する研究 

－波浪荷重から構造強度までを一貫し

S 

年度計画はすべて達成しており、また年度計画を

超える優れた成果は以下の通りである。 

 先進的な荷重・構造一貫性能評価手法の開

発では、これまでに開発した６自由度船体

運動・荷重推定プログラム NMRIW を発展

させ、実海域で船体に働く波浪荷重から船

体の構造強度まで一貫した評価が可能な全

船荷重・構造一貫性能評価プログラム

NMRI-DESIGN を開発し、さらに、ばら積

み貨物船を対象に、波浪中での６自由度船

体運動に追従する貨物艙内部の荷重推定法

を確立した。これらの手法は世界でも最先

端を行くものであり、既に大手造船所１社

が構造設計に使用している。 

また、コンテナ船等の大型化に伴い問題と

なっている波浪衝撃による過渡的な船体弾

性振動（曲げ振動及び捩り振動）に対し、

構造部材の動的応答を再現し、強度を解析

する手法を開発することにより、これまで

困難であった弾性振動に対する強度解析が

可能になった。 

 海難事故等再現・解析技術に関し、高速フ

ェリーの海難事故で見られた大傾斜現象に

ついて、実海域再現水槽での模型試験で再

現した結果、針路変更や減速等の操船を適

○燃費低減の観点な

どから、船舶の大型化

は今後も進むと考え

られる。コンテナ船等

の大型化に伴い問題

となっている波浪衝

撃による過渡的な船

体弾性振動について

は、その発生確率及び

応答の実験による整

合性の確認を実施し、

設計実務に反映でき

るように研究を継続

して頂きたい。 

○日本の造船高は世

界三位に後退してい

るが、その中で、先端

技術による船舶建造

では優位に立ってい

る。今後は、このよう

なハイテク造船を目

指すことが業界の狙

いと考えられ、この目

標に沿った研究は際

立ったものがある。 
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ステム等の新技術に対応した

安全性評価手法の開発に関す

る研究 

－波浪荷重から構造強度まで

を一貫して評価・解析可能と

なるプログラムの開発及び

設計ガイドラインの作成 

－環境インパクトの大幅な低

減を目指して開発されてい

る舶用ハイブリッドシステ

ム、舶用電気推進システム、

舶用リチウム電池等の新た

な技術、大規模システムに対

する安全性評価手法の開発 

等 

 

 

(２) リスクベース安全性評価

手法等を用いた合理的な安全

規制体系化に関する研究 

－リスクベース安全性評価手

法等を適用した設計支援ツ

ールの開発及びＬＮＧ燃料

船等の新たなシステムに対

する安全に係るガイドライ

ンの作成 

－経年船体構造の検査・診断技

術の開発、疲労強度への板厚

影響評価 等 

また、大型船舶の衝突、異常波

浪による小型船舶の沈没等の

海難事故が依然として高い水

準で発生している。 

研究所としては、海難事故の大

幅削減を目指し、海難事故の再

て評価・解析可能となるプログラム

の開発のため、ばら積み貨物船を対

象とする艙内荷重推定法の開発を行

う 

－安全性評価技術の開発の前提とな

る、大電流機器、リチウム電池等の

機械的・熱的強度、実運航中に船舶

が受ける負荷変動等に関する技術課

題の抽出・検討、模擬実験による検

証を行う 等 

 

(２) リスクベース安全性評価手法等

を用いた合理的な安全規制体系化に関

する研究 

－リスクベース設計支援ツールの概念

構築を行い、その一部を構成する火

災シミュレーションプログラム等を

開発する 

－検査・診断支援システムの実用化に

向けて、損傷原因に応じた詳細な修

繕方法の提示を行う機能を調査検討

する。また、疲労強度への板厚影響

評価のため、疲労試験を実施し、板

厚効果に及ぼす応力勾配と残留応力

を検討する 等 

また、海難事故の大幅削減を目指し、

海難事故の再発防止を図るため、残さ

れた数少ない事実から、事故を再現し、

欠落した事故の経緯を迅速に推定し、

真の海難事故原因を解明する手法につ

いて、更なる高度化を図るとともに、

これら真の事故原因、前項の研究成果

を踏まえた、適切な事故再発防止対策

の調査研究とその費用便益効果、社会

合理性の検証を可能とする政策ツール

切に行うことによって、荷崩れを防止し、

転覆を回避できることを確認し、危険な航

行状態と有効な回避方策を明らかにし、今

後の事故防止対策に繋がる知見を得た。さ

らに、実海域再現水槽での模型試験におい

て、これまで出来なかった大傾斜と急旋回

に伴う船体運動に追従可能な自動追尾計測

技術を確立した。 

上記の他、運輸安全委員会等からの委託を

受け、10 件の事故原因解析調査を実施し、

迅速かつ的確な事故原因の解明に貢献。 

このように、波浪荷重から構造強度までを一貫し

て評価・解析が可能となるプログラムを開発した

ことに加え、実海域再現水槽等の活用により、高

速フェリーの大傾斜現象に対する有効な回避方

策を得るとともに、実際の海難事故を再現・解析

し、迅速かつ的確な事故原因解明に貢献（運輸安

全委員会等から 10 件の事故原因調査を受託）し

たこと等は、年度計画において想定していた範囲

を超えて優れた成果を達成したと言える。 

なお、外部評価（大学・産業界の有識者からなる

海技研評価委員会）の結果、９人中６人が S、３

人がＡを付けている。 

このほか、主な成果は以下のとおりである。 

 日本海事協会等と連携し、LNG 燃料船のリ

スク評価を実施し、ガス燃料船コードの改

正案を IMO に提案した。 

 典型的な船体損傷に対して、損傷原因を推

論し、修繕方法の提示を行うシステムのプ

ロトタイプを作成した。 

 事故船復原性計測手法を体系化するため、

事故船の復原性データ計測及び船体形状計

測の実施マニュアルを作成した。 

 

以上により、特に波浪荷重から構造強度までを一
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発防止を図るため、残された数

少ない事実から、事故を再現

し、欠落した事故の経緯を迅速

に推定し、真の海難事故原因を

解明する手法について、更なる

高度化を図るとともに、これら

真の事故原因、前項の研究成果

を踏まえた、適切な事故再発防

止対策の調査研究とその費用

便益効果、社会合理性の検証を

可能とする政策ツール等の開

発に関する次の研究を行う。 

 

(３) 海難事故等発生時の状況

を高精度で再現し、解析する技

術の高度化及び適切な対策の

立案のための研究 

－実海域再現水槽と操船リス

クシミュレータをリンクさ

せ 海 難 事 故 等 の 再 現 性 向

上・原因解析の迅速化等を図

るシミュレーション技術の

開発 

－海難事故原因、規制の社会費

用便益等の観点を踏まえた

運航規制等の安全性評価を

可能とする海上交通流シミ

ュレータの開発 等 

等の開発に関する次の研究を行う。 

 

(３) 海難事故等発生時の状況を高精

度で再現し、解析する技術の高度化及

び適切な対策の立案のための研究 

－操船リスクシミュレータで使用する

数値モデルの高精度化に向けて、超

音波を使った波浪場の面計測システ

ムを構成するセンサーと計測装置の

性能評価を行うとともに、波浪中で

の動揺の影響を考慮した沈没時間推

定プログラムを構築する 

－避航操船アルゴリズムを組み込んだ

海上交通流シミュレーションのプロ

トタイプを作成する 等 

 

 

 

 

 

貫して評価・解析が可能となるプログラムを開発

した点、実海域再現水槽等の活用により、高速フ

ェリーの大傾斜現象に対する有効な回避方策を

得るとともに、実際の海難事故を再現・解析し、

迅速かつ的確な事故原因解明に貢献した点から、

中期目標の達成に向けて優れた実施状況にある。

【海洋環境の保全】 

中期目標に示されているよう

に、深刻化する地球環境問題に

対応するため、世界的な規模で

地球温暖化の防止等が進めら

れている。このため、新たな環

境規制の導入等が行われると

【海洋環境の保全】 

国際ルール化を日本が主導すること等

による環境インパクトの大幅な低減と

社会合理性を兼ね備えた環境規制の構

築に向けて、その前提となる基盤的な

環境技術、特に、環境基準の構築のコ

アとなる環境影響評価技術、ＰＭ計測

S 

年度計画はすべて達成し、年度計画を超える優れ

た成果は以下の通りである。 

 リアクションポッドを利用した船尾渦エネ

ルギー回収による船型最適化に関し、抵抗

を抑え、縦渦による回転流を適切な位置に

生み出す最適スケグ形状の設計法の確立に

向け、スケグ、ポッド及びストラットに作

○開発された環境技

術が、真に海事産業の

国際的優位性に繋が

るべく、今後の継続的

フォローアップ体制

を考えて頂きたい。 

○日本の造船高は世
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ともに、これら規制等に対応す

る環境技術開発（グリーン・イ

ノベーション）等の社会的要請

が高まっている。 

これらの社会的な要請に対応

して、船舶の分野においても船

舶からのＣＯ２、ＮＯｘ等の大

幅な削減強化に向けた議論が

国際的に進められており、研究

所として、国際ルール化を日本

が主導すること等による環境

インパクトの大幅な低減と社

会合理性を兼ね備えた環境規

制の構築に向けて、その前提と

なる基盤的な環境技術、特に、

環境基準の構築のコアとなる

環境影響評価技術、ＰＭ計測技

術等と「ゼロエミッション（環

境インパクトゼロ）」を目指し

た環境インパクトの大幅な低

減が可能なシステム・要素技術

等の基盤的技術に関する次の

研究を行う。 

(４) 環境インパクトの大幅な

低減と社会合理性を兼ね備え

た環境規制の実現に資する環

境評価技術の高度化及び環境

規制体系の構築のための研究 

－ＩＭＯでの適切な大気汚染

物質放出規制海域（ＥＣＡ）

設定に繋がる大気汚染物質

低減効果の評価手法の開発、

ＩＭＯ等での船舶に対する

新たな環境規制導入の検討

に利用可能な社会費用便益

技術等と「ゼロエミッション（環境イ

ンパクトゼロ）」を目指した環境インパ

クトの大幅な低減が可能なシステム・

要素技術等の基盤的技術に関する次の

研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 環境インパクトの大幅な低減と

社会合理性を兼ね備えた環境規制の実

現に資する環境評価技術の高度化及び

環境規制体系の構築のための研究 

－特定海域等を対象とした拡散・大気

反応シミュレーションを実施し、大

気汚染物質の船舶寄与割合及びＥＣ

Ａ設定の有無による大気汚染状況に

関する評価を行う 等 

 

 

 

用する流体力を同時に評価可能な CFD モ

デルを作成するとともに、複数（4 隻）の

船型について、水槽試験を実施し、上記モ

デルの妥当性を確認した。さらに、リアク

ションポッド船型等の２軸船に特有な非対

称な船尾流場をプロペラ作動状態で LDV 

(レーザー・ドップラー式流速計)を用いて詳

細に計測し、計測結果をもとに非対称流場

の影響を取り入れた実船馬力推定法の妥当

性を確認した。こうしたスケグ形状設計の

技術を適用し、（独）鉄道建設・運輸施設整

備支援機構の新たな共有建造対象となる２

軸 SES 船の３船型を共同開発し、749 型

コールタール船（H24 年 6 月竣工）が実船

建造され、内航船向きの低コストのライン

シャフト方式への展開を実現した。 

 NOX 低減技術に関し、世界に先駆けて、外

航船に搭載された大型低速ディーゼルエン

ジン用 SCR システムの実船実証試験（造船

所、船社、メーカーとの共同研究）を実施

した結果、NOX3 次規制（80%削減）達成

を確認し、規制対応へ目途を立てた。さら

に、業界の要望に応じて、我が国が主導し

た、エンジンと SCR の個別認証方式（スキ

ーム B）が有効であることを実験的に検証。

この結果をもとに、IMO において、我が国

が舶用 SCR 認証ガイドラインとして提案

して採択され（H24 年 3 月）、スキーム B

の導入を実現。加えて、舶用 SCR システム

を認証するに当たっての試験方法を策定し

た。 

また、排ガスと還元剤の分散板による混合

促進効果を実機試験にて実証。還元剤噴射

位置と触媒との距離の短縮が可能になり、

実船搭載時の課題の一つである SCR シス

界三位に後退してい

るが、その中で、先端

技術による船舶建造

では優位に立ってい

る。今後は、このよう

なハイテク造船を目

指すことが業界の狙

いと考えられ、この目

標に沿った研究は際

立ったものがある。 
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分析等の合理的・定量的評価

手法の開発 等 

 

(５) 船舶のグリーン・イノベ

ーションの実現に資する革新

的な環境負荷低減技術及びそ

の普及に必要となる実海域に

おける運航性能評価手法の開

発及び高度化に関する研究 

－実海域における省エネ等の

運航性能評価を行うための

シミュレータの開発、設計段

階での省エネデバイス等の

実海域性能評価を可能とす

るＣＦＤプログラムの開発

等の実海域における運航性

能評価手法の開発 

－推進効率が高く大幅な省エ

ネが可能な２軸リアクショ

ンポッドシステム、船尾流場

制御技術を利用した実海域

性能の高い省エネデバイス

等のＣＯ２排出削減技術に

係る基盤技術の開発 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６) 船舶の更なるグリーン化

等を実現するための、ＮＯｘ、

ＳＯｘ、ＰＭ等の大気汚染物質

 

(５) 船舶のグリーン・イノベーショ

ンの実現に資する革新的な環境負荷低

減技術及びその普及に必要となる実海

域における運航性能評価手法の開発及

び高度化に関する研究 

－省エネ等の運航性能評価を行うため

のシミュレータの開発に向けて、波

浪中自航要素、燃料消費量評価など

をシミュレータに組み込む。また、

ＣＦＤ計算手法に海域環境を再現す

るための波浪モデル、動的重合格子

法を組み込むとともに、省エネデバ

イス周りの格子生成法等の検討を行

う 

－リアクションポッド船型の最適スケ

グ形状設計法の開発に向けて、水槽

実験等を実施し、最適設計法に関す

る基本要素の調査及び実船性能推定

法の基本部分の作成を行う。また、

２軸船に適した境界層制御技術や実

海域の特性を考慮した実海域適合型

の省エネ装置に関する基礎実験を行

う 等 

 

(６) 船舶の更なるグリーン化等を実

現するための、ＮＯｘ、ＳＯｘ、ＰＭ

等の大気汚染物質の削減、船舶の運航

に起因する生態系影響の防止に資する

基盤的技術及びその普及に必要となる

性能評価手法の開発及び高度化に関す

る研究 

－各種船舶への舶用ＳＣＲシステムの

適用を想定した制御手法について研

究を進めるとともに、認証機関が舶

テムの小型化への見通しを得た。 

このように、リアクションポッド船型の最適スケ

グ形状設計の技術を活かした新型船型を開発し、

実船建造に繋がったことに加え、舶用 SCR シス

テムに関し、実船実証実験により NOX80％削減

を達成するとともに、エンジンと SCR の個別認

証が可能であることを実証し、IMO の認証ガイド

ラインへの当該認証方式（スキーム B）の導入に

貢献したこと等は、年度計画において想定してい

た範囲を超えて成果を達成したと言える。 

なお、外部評価（大学・産業界の有識者からなる

海技研評価委員会）の結果、９人中８人が S、１

人がＡを付けている。 

このほか、主な成果は以下のとおりである。 

 実海域における運航性能評価手法として、

実燃料消費を主機運転特性を考慮して算定

できる実運航シミュレータ VESTA 及び入

力支援プログラム UNITAS を開発した。 

 プロペラ一体型小径ダクトを開発し、曳航

水槽試験により、ダクト無しの通常プロペ

ラに比べ実海域対応状態の推進効率が平水

時（約 5%）より向上（約８％）すること

を確認した。 

 SOX 排出の原因となる燃料中の硫黄分低減

を目的とする舶用乾式脱硫装置の開発を目

指し、高性能脱硫剤を開発（ラボ試験で初

期脱硫率（95%以上）、耐久性等性能確認））

した。 

 

以上により、特にリアクションポッド船型の最適

スケグ形状設計の技術を活かした新型船型を開

発し、実船建造に繋がった点、舶用 SCR システ

ムに関し、実船実証実験により NOX80％削減を

達成するとともに、エンジンと SCR の個別認証

が可能であることを実証し、IMO の認証ガイドラ
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の削減、船舶の運航に起因する

生態系影響の防止に資する基

盤的技術及びその普及に必要

となる性能評価手法の開発及

び高度化に関する研究 

－舶用ＳＣＲシステムの耐久

性向上、低コスト化、認証ガ

イドライン等のＮＯｘ３次

規制に必要な実用化技術の

確立、ポスト３次規制を想定

した更なるＮＯｘ削減のた

めの計測・評価、処理技術等

の開発、将来的なＳＯｘ、Ｐ

Ｍ規制に対応した計測・評

価、処理技術等の開発 

－船体付着生物の船体付着・侵

入リスクの評価手法の確立、

沈船等からの油漏えいリス

ク評価 等 

 

用ＳＣＲシステムの認証を適切に実

施するための技術資料を作成する 

－船舶の運航状態に応じた越境移動水

生生物の船体付着量の評価法を検討

する 等 

 

インへの当該認証方式（スキーム B）の導入に貢

献した点から、中期目標の達成に向けて優れた実

施状況にある。 

【海洋の開発】 

中期目標に示されているよう

に、海洋開発は我が国の成長を

支える基盤であるとともに、資

源・エネルギー安全保障等、今

後長期にわたり継続する構造

問題解決に重要な役割として

期待されており、関係機関の連

携のもとで我が国の海洋開発

が進捗してきている。 

一方で、実際の海洋開発は民間

での開発リスクが過大である

ため、海洋開発推進、海洋産業

の育成に向けた国と民間の連

携が重要となっている。 

【海洋の開発】 

浮体式海洋構造物の安全性評価手法、

海洋開発に伴う環境負荷軽減等は海洋

利活用の基礎となるものであり、その

開発・高度化を図ることにより我が国

周辺海域における海洋再生可能エネル

ギーの開発・普及促進、海洋資源の確

保及び産業競争力強化に資する次の研

究を、研究所と内外の関係機関との連

携のもと行う。 

 

 

 

 

 

S 

年度計画はすべて達成し、年度計画を超える優れ

た成果は以下の通りである。 

 浮体式洋上風力発電システムの技術開発・

安全性評価では、風車と浮体の連成挙動の

一体解析プログラムの開発に必要となる風

洞・水槽実験技術を確立した。ネガティブ

ダンピング（注：回転数変動を一定にする

ためのブレードピッチ制御に伴い生じる動

揺の増大）現象を世界に先駆け再現するこ

とに成功し、プログラムの高度化を実現し

た。さらに、動揺を低減し、かつ、安定し

た出力を得るためのブレードピッチ最適制

御手法を提案した。 

また、我が国の広い EEZ に賦存する海洋再

生可能エネルギーを効果的に利用するた

○海洋開発は、エネル

ギー、資源、環境保全

等の広範な分野に係

わるので、海技研とし

てのキーとなる特色

ある技術の開発を目

指して欲しい。 

○浮体風力発電など

再生可能エネルギー

については、研究所の

寄与が認められる。全

般的には、研究の初期

段階にあると考えら

れ、今後の成果に大い

に期待する。 



 

14 
 

研究所としては、内外の関係機

関の連携のもと、海洋立国を目

指したナショナルプロジェク

ト・政策への技術的貢献ととも

に、実際の開発・生産を担う本

邦企業への技術支援を行うこ

ととする。 

特に、浮体式海洋構造物の安全

性評価手法、海洋開発に伴う環

境負荷軽減等は海洋利活用の

基礎となるものであり、その開

発・高度化を図ることにより我

が国周辺海域における海洋再

生可能エネルギーの開発・普及

促進、海洋資源の確保及び産業

競争力強化に資する次の研究

を行う。 

(７) 浮体式洋上風力発電等の

海洋再生可能エネルギー生産

システムに係る基盤技術の開

発並びに安全性評価手法の開

発及び高度化に関する研究 

－浮体式洋上風力発電システ

ムの動揺制御技術の開発及

び安全性評価ガイドライン

等の作成、複合再生可能エネ

ルギー発電システムの安全

性・性能評価手法の開発 等 

 

 

 

(８) 浮体技術を利用した海洋

資源生産システムの基盤技術

の開発並びに安全性評価手法

の開発及び高度化に関する研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７) 浮体式洋上風力発電等の海洋再

生可能エネルギー生産システムに係る

基盤技術の開発並びに安全性評価手法

の開発及び高度化に関する研究 

－浮体式洋上風力発電システムの動揺

特性を評価するためのシミュレーシ

ョン手法を開発するために、風車-

基盤浮体連成挙動一体解析プログラ

ムを開発するとともに、ブレードピ

ッチ角最適制御手法を開発する 等 

 

 

 

 

(８) 浮体技術を利用した海洋資源生

産システムの基盤技術の開発並びに安

全性評価手法の開発及び高度化に関す

る研究 

め、風・波浪・海流等データの整備・分析

を行い、洋上エネルギーマップを作成。自

治体を含むプロジェクト創出へ活用が期待

される成果を得た。さらに、福島ウィンド

ファームプロジェクト（H23～H27 年度）、

長崎県五島市での実証事業（1/2 モデル

H23～H24 年度、実証機 H25～H27 年

度）に参加し、トータルシステムで支援を

行った。 

また、日本海事協会と連携し、浮体式洋上

風力発電施設のリスク評価を行い、国土交

通省の安全技術基準（H24 年 4 月制定）に

反映されるとともに、IEC 等における洋上

風車の国際標準策定に参画した。 

 海底鉱物資源開発等に係る基盤技術の構築

では、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機

構が実施している海底熱水鉱床開発に係る

事業の一環として、採掘要素技術試験機を

（株）三井三池製作所と共同開発し、水中

性能試験等により基本性能を確認した。さ

らに、海底での鉱物粉砕システムの試験を

行って技術的可能性を明らかにするととも

に、揚鉱に係る Free Standing Riser シス

テムの実用化に必要な技術課題を抽出し

た。 

 洋上天然ガス生産システムの総合安全性評

価技術に関し、より安全で確実な LNG 横づ

け（SBS: side-by-side）出荷を実現するた

め、風遮蔽影響評価、波浪中での LNG 移送

ホース挙動解析、２船間ギャップレゾナン

ス（共振）推定のプログラムを開発し、波

と風の複合外力下での現象を再現できる高

度なシミュレータを開発した。こうした技

術をもとに、昨年の苫小牧東港での LNG 移

送の安全評価に貢献するとともに、国が推
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究 

－洋上天然ガス生産システム

の複合環境外力下における

洋上出荷オペレーションシ

ミュレータ及び総合安全性

評価手法の開発、海底熱水鉱

床開発用サブシー（採鉱・揚

鉱）システムの技術開発及び

その運用に係る安全性評価

技術の開発 等 

 

 

 

 

(９) 海洋の利用・開発に起因

する環境影響の評価手法の開

発等環境負荷の軽減に関する

研究 

－海底熱水鉱床開発における

排水・採掘等に伴う環境負荷

推定手法の開発、海洋再生可

能エネルギー生産システム

開発に伴う環境負荷推定手

法の開発 等 

 

－洋上天然ガス生産システムの爆発等

の事故時の安全性評価手法に関し、

数値計算、風洞実験を実施し、トッ

プサイド設計ガイドライン案を作成

する。また、海底熱水鉱床開発シス

テムの技術検討を行うとともに、模

型実験、数値計算等により新形式ラ

イザーシステムを用いた揚鉱システ

ムの概略仕様を作成する 等 

 

 

 

 

 

(９) 海洋の利用・開発に起因する環

境影響の評価手法の開発等環境負荷の

軽減に関する研究 

－海底資源開発に伴う、採鉱機による

攪乱及び排水により生じる懸濁物質

の移流・拡散、再堆積の解析手法を

検討する 等 

進する LNG 燃料船で課題となるバンカリ

ングの実現に貢献した。 

このように、浮体式洋上風力発電システムの動揺

特性評価に係る要素技術として、世界初のネガテ

ィブダンピング現象の再現やブレードピッチ最

適制御手法の提案といった成果が得られたこと

に加え、自治体等のプロジェクト創出が期待され

る洋上エネルギーマップの作成や国等の実証事

業への参画とともに、浮体式洋上風力発電施設の

リスク評価を行い、国土交通省の安全技術基準に

反映されたこと、また、海底熱水鉱床開発に係る

採掘要素技術試験機を開発したこと、洋上天然ガ

ス生産システムに係る SBS 出荷時の安全性評価

技術を開発したこと等は、年度計画において想定

していた範囲を超えて優れた成果を達成したと

言える。 

なお、外部評価（大学・産業界の有識者からなる

海技研評価委員会）の結果、９人中７人が S、２

人がＡを付けている。 

このほか、主な成果は以下のとおり。 

 浮体式洋上風力発電システムの騒音に伴う

水中環境負荷評価法の開発に向け、着床式

風力発電施設にて音響データ取得を行い、

シミュレーション手法を検討。 

 採掘時の環境負荷（濁度等）を数値解析で

予測し、良好な精度で予測可能であること

を掘削試験で確認。 

 

以上により、特に浮体式洋上風力発電システムの

動揺特性評価に係る要素技術として、世界初のネ

ガティブダンピング現象の再現やブレードピッ

チ最適制御手法の提案といった成果が得られた

点、自治体等のプロジェクト創出が期待される洋

上エネルギーマップの作成や国等の実証事業へ

の参画とともに、浮体式洋上風力発電施設のリス
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ク評価を行い、国土交通省の安全技術基準に反映

された点、海底熱水鉱床開発に係る採掘要素技術

試験機を開発した点、洋上天然ガス生産システム

に係る SBS 出荷時の安全性評価技術を開発した

点から、中期目標の達成に向けて優れた実施状況

にある。 

【海上輸送の高度化】 

中期目標に示されているよう

に、我が国経済の持続的発展を

図るため、その基盤を支えてい

る海上物流の効率化、海上輸送

システムを含む物流システム

の総合的な改善、海事産業の競

争力の強化が求められている。 

研究所としては、物流の効率化

等に資するため、海上輸送を支

える造船、海運、物流分野の基

盤的技術開発、特に、モード間

を有機的に結びつけた物流の

最適化や船員の制度的なスキ

ルと現状、最近のＩＴ技術の急

速な進歩を踏まえた航海支援

システムの改善等、従来の研究

領域、分野を超えた融合化研究

の必要性が高まっている領域

についての次の研究を行う。 

(10) 海上物流の効率化・最適

化を政策的に評価する手法の

開発及び高度化に関する研究 

－内航フィーダー輸送活性化

等の施策に関連する、海運を

中心とした物流動向等の事

前評価が可能となるツール

及び外航ネットワークと内

航フィーダー航路のリンク

【海上輸送の高度化】 

物流の効率化等に資するため、海上輸

送を支える造船、海運、物流分野の基

盤的技術開発、特に、モード間を有機

的に結びつけた物流の最適化や船員の

制度的なスキルと現状、最近のＩＴ技

術の急速な進歩を踏まえた航海支援シ

ステムの改善等、従来の研究領域、分

野を超えた融合化研究の必要性が高ま

っている領域についての次の研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 海上物流の効率化・最適化を政

策的に評価する手法の開発及び高度化

に関する研究 

－海上物流の効率化・最適化を評価す

るシステムの構成要素となる物流デ

ータ、海上・陸上コンテナ流動量評

価手法等の解析手法の検討を行う 

等 

 

A 

年度計画はすべて達成しており、主な成果は以下

のとおりである。 

 内航船の運航で多い出入港や輻輳海域で、

少人数で安全に運航するための支援システ

ムとして、全方位画像センサーを開発（特

許出願）した。実船の海上実験により有効

性を確認し、１名での全方位監視を可能に

した。さらに、ディジタル画像処理技術を

用い接岸速度等を計測・表示する着離桟支

援システムを試作し、操船リスクシミュレ

ータにより有効性を確認した。 

 音声ガイダンス及び IC タグリーダによるテ

ンキー入力（特許出願）により、狭隘な内

航船機関室における高騒音・高温・油汚れ

環境下での点検作業を軽減し、さらに、電

子データによる記入作業の省力化及び高度

化を図る機関点検支援システムを開発。若

年船員が少人数で実行可能な機関点検作業

を低コストで実現した。 

 高速情報通信システムを利用した運航支援

技術に関し、AIS を搭載しない小さい船で

も周辺の船の情報を得られる基盤整備に向

けて、無線 LAN 等の船船間の通信技術を使

ったクラウド型思考での情報共有手法の有

効性を確認した。 

なお、外部評価（大学・産業界の有識者からなる

海技研評価委員会）の結果、９人中９人が A を

付けている。 

 

○内航船の自動化・省

力化による運航コス

ト削減だけでなく、年

度計画にもある物流

分野の基盤的技術開

発、特に、モード間を

有機的に結びつけた

物流の最適化に資す

る技術開発を実施し、

内航海運の再生に貢

献して頂きたい。 
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評価プログラム等の開発 等 

 

(11) 海上輸送の新たなニー

ズに対応した運航支援技術・輸

送システム等の開発に関する

研究 

－内航船の省力化を進め運航

コスト削減を図るための陸

上からの航海当直、機関運転

支援システムの構築、メンテ

ナンス、イニシャルコストの

低減を実現するための基盤

技術等の開発 

－ＩＴ技術の急速な進歩を踏

まえた衝突予防システムの

開発、運航支援機器のユーザ

ビリティー評価法の確立及

びガイドラインの作成 

－移動円滑化の促進と利用者

の利便性向上を確保するガ

イドラインの作成 等 

 

 

(11) 海上輸送の新たなニーズに対

応した運航支援技術・輸送システム等

の開発に関する研究 

－内航船の省力化を進め運航コストの

削減を図る運航支援システムの概念

を整理するとともに、船橋における

死角を補完し、船尾や船側の画像情

報を提供できる運航支援システムの

基本設計を行う。また、メンテナン

ス、イニシャルコストの低減を実現

するために、構造用接着剤に関して、

強度向上方法を踏まえた極厚塗布用

接着剤の試設計に向けて、極厚塗布

時の強度低下因子の抽出、疲労強度

評価を実施する 

－無線ＬＡＮや高速モバイル通信等を

用いて、多数の近接船船間で位置情

報を双方向通信することによる位置

情報の共有を図る手法を検討する 

－「高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律」（平成 18 年

法律第 91 号）の技術基準見直し事

項を明らかにし、技術基準見直し案

を検討する 等 

以上により、中期目標の達成に向けて着実な実施

状況にある。 

３．戦略的な国際活動の推進 

研究成果の国際基準化、国際標

準化を目指して基準化研究、要

素技術開発のバランスの取れ

た研究計画を企画立案し、国際

的な技術開発動向を踏まえつ

つ研究を実施するとともに、Ｉ

ＭＯ、ＩＳＯ等への国際基準案

の我が国の提案作成について、

３．戦略的な国際活動の推進 

研究成果の国際基準化、国際標準化を

目指して基準化研究、要素技術開発の

バランスの取れた研究計画を企画立案

し、国際的な技術開発動向を踏まえつ

つ研究を実施するとともに、ＩＭＯ、

ＩＳＯ等への国際基準案の我が国の提

案作成について、積極的に関与し、本

年度計画期間中に 20 件以上の提案文

A 

主な成果は以下のとおりである。 

 

 IMO の各種委員会に対して合計 46 件の提

案文書を作成、あるいは作成に主たる役割

を果たした。 

 IM0 の小委員会の副議長、9 つの作業部会

の議長として、会議運営、議論のリード、

取りまとめに貢献した。さらに、ISO にお

いても、2 つの小委員会議長に就任した。

○産業界との連携を

深め、活発な国際活動

が、真に海事産業振興

に繋がるべく努力を

継続して頂きたい。 

○優れた研究成果を

積極的に世界に効果

的に発信し、それによ

り国際活動をリード
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積極的に関与し、中期計画期間

中に 100 件以上の提案文書等

を作成する。 

また、我が国の提案実現のた

め、ＩＭＯ、ＩＳＯ等の国際会

議の審議に参加し、技術的なサ

ポートを実施するとともに、会

議の運営に積極的に関与し、加

えて、主要国関係者に我が国の

提案の理解醸成を図るため、戦

略的に国際シンポジウム、セミ

ナーを年１回以上開催する。 

加えて、海事産業の安全・環境

技術開発を加速するために海

外研究機関・研究者との連携、

交流を一層促進する。 

また、基準等に関連する要素技

術等の開発についても、基準化

と連携を取りながら、積極的に

研究開発を進めていく。 

書等を作成する。 

また、我が国の提案実現のため、ＩＭ

Ｏ、ＩＳＯ等の 

国際会議の審議に参加し、技術的なサ

ポートを実施するとともに、会議の運

営に積極的に関与するとともに、主要

国関係者に我が国提案の理解醸成を図

るため、戦略的に国際シンポジウム、

セミナーを１回以上開催する。 

加えて、海事産業の安全・環境技術開

発を加速するために海外研究機関・研

究者との連携、交流を一層促進する。

また、基準等に関連する要素技術等の

開発についても、基準化と連携を取り

ながら、積極的に研究開発を進めてい

く。 

 

 IMO でのばら積み貨物船及び油タンカーに

関 す る 目 標 指 向 型 構 造 基 準 （ GBS : 

Goal-Based new ship construction 

Standards）を義務化する SOLAS 条約改

正に伴い、船級協会等の構造規則が GBS に

適合しているかを検証する GBS 適合検証

監査員に当研究所員が就任した。 

IMO に延べ 28 人、ISO に延べ 13 人が

出席し、提案文書の説明等の我が国提案の

理解醸成に貢献した。基準化研究と要素技

術開発のバランスの取れた研究計画を企画

立案し、その研究開発成果にもとづき、国

際会議への我が国提案文書の作成を行うと

ともに、国際会議での議長就任等の戦略的

な国際基準化・標準化に一体的に取り組む

ことにより、我が国の技術が活きる国際的

規制の構築に貢献し、特に、途上国を含む

すべての国が参加した、世界初の CO2 排出

の国際的規制の構築へ貢献した。 

・外航海運からの CO2 排出量算定の調査研

究や実海域での船速低下影響係数（fw）

の調査研究等、国際基準化に技術合理性

を与えるための研究開発（基準化研究）

を実施。これらの研究成果をもとに、新

造船の燃費効率をベースとした規制を盛

り込んだ MARPOL 条約附属書Ⅵの改正

案の我が国提案に貢献し、これをベース

に２３年７月の第６２回海洋環境保護委

員会（MEPC62）で条約改正案が採択さ

れ、途上国を含む全ての国が参加した世

界初の CO2 排出の国際的規制として、２

５年１月から発効予定 

・規制を実施するために必要となる関係ガ

イドラインについても、原案作成に研究

所は貢献し、我が国から提案したものを

していることは、他の

独立行政法人研究所

への大きな刺激とな

る。今後とも世界の動

向を見据えながら、努

力を続けていただき

たい。 
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ベースに、２４年３月の第６３回海洋環

境保護委員会（MEPC63）において

「EEDI（エネルギー効率設計指標）計算

ガイドライン（テクニカルファイルへの

fw の記載を含む）」等のガイドラインが

策定。このような燃費効率をベースとし

た規制及び燃費効率を可視化するガイド

ラインにより、地球温暖化対策を進める

のに必要であるのと同時に、我が国の優

れた造船技術によって建造される新造船

について、その国際競争力をアピール可

能 

・条約改正及び関係ガイドラインの IMO で

の議論において、研究所国際連携センタ

ー長が MEPC62、63 において作業部会

の議長を務め、作業部会における議論を

実質的にリードするとともに、その取り

まとめに貢献 

・さらに我が国の優位性を高めるために、

上記の基準化研究と同時に、EEDI を改善

するための省エネデバイスの開発等、基

準を担保する要素技術等の研究開発（要

素技術開発）を実施。また、これらの研

究開発の成果が実用的・効果的なものと

なるための IMO への提案も実施してお

り、省エネデバイスの効果を EEDI に如何

に反映させるかについての「革新的省エ

ネ技術の計算ガイダンス」等を IMO に提

案し、次回 MEPC64(24 年１０月開催

予定)での採択を目指し現在検討中 

・国際試験水槽会議(ITTC)では、EEDI と密

接にリンクした議論が行われており、

IMO の議論をリードする重要な役割を担

っ て い る と こ ろ 、 Advisory Council

（AC）等に当研究所員がメンバーとして
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参加するとともに、各国の作業分担の中

で研究所は、EEDI の計算式中における

fw の数値的及び実験的推定法を確立す

る役割を担当 

 我が国提案をもとに IMO において強化され

た排ガス規制については、実施に不可欠な

脱硝装置の研究開発に研究所が積極的に貢

献しているが、陸上にて脱硝装置をエンジ

ンに取り付けて基準適合性を検査すること

が困難であるため、エンジンと脱硝装置を

別々に試験して認証する方法（スキーム B）

を、研究所の研究成果による技術的知見を

活用してガイドライン案としてとりまと

め、IMO へ提案した。研究所は、この認証

方法による有効性を示す技術資料を提供

し、各国の理解を得ることに努めた結果、

我が国の提案は受け入れられ、２４年３月

の MEPC63 で採択された。 

 海外から専門家を招聘し、リスクベース評

価手法を用いた船舶設計に関する国際ワー

クショップを研究所主催で開催した。研究

所の研究成果等を発表し、海外の専門家に、

日本の研究する技術的手法への理解醸成が

図られ、リスクベース評価手法を用いた船

舶設計や安全基準の策定の重要性が認識さ

れた。 

 ２３年度から浮体式洋上風力発電の新規標

準の策定が始動している IEC に関し、国際

標準策定に係る各国の作業分担において、

研究所が「津波及び台風の設計的配慮につ

いて」を担当するとともに、同会議におい

て、研究所員が津波の設計的配慮について

のプレゼンテーションを実施した。 

 日中韓物流大臣会合の枠組みのもとで開催

されたグリーン物流 WG（２３年９月）に
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おいて、研究所の環境調和型運航支援シス

テム（気象、海象データに基づき最も燃料

消費の少ない航路と船速計画を割り出すシ

ステム）に関する知見をもとに、我が国か

ら環境調和型運航支援システムによる海上

輸送の CO2 削減に係る共同研究の実施（エ

コシッピング・プロジェクト）を提案し、

専門家会合を設置して取り組んでいくこと

に日中韓３国で合意した。エコシッピング

日中専門家会合、日韓専門家会合に日本側

専門家として研究所員が出席し、実証実験

の説明を行い、対象船の選定作業を実施中

 

以上により、中期目標の達成に向けて着実な実施

状況にある。 

Ⅳ．業務運営の効率化に関する

目標を達成するためにとるべ

き措置 

 

１．組織の見直しの継続 

個別の研究の実施について、そ

の規模や目標、研究の遂行に際

して関係する機関等の状況な

どに応じ、プロジェクトチーム

設置など、柔軟な研究実施体制

をとる。 

また、保有資産については、そ

の保有の必要性を不断に検証

する観点から、引き続き、利用

度の把握等を行う。 

 

 

 

 

 

Ⅳ．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

 

１．組織の見直しの継続 

個別の研究の実施について、その規模

や目標、研究の遂行に際して関係する

機関等の状況などに応じ、プロジェク

トチーム設置など、柔軟な研究実施体

制をとる。 

特に、本年度は、中期計画の初年度に

当たり、研究開発を円滑に進めて行く

ための組織の見直し、研究員配置の適

切化を行う。 

また、保有資産については、その保有

の必要性を不断に検証する観点から、

引き続き、利用度の把握等を行う。 

 

２．事業運営の効率化 

(１) 管理・間接業務の効率化等 

電力使用量の抑制等により管理・間接

A 

 第 3 期中期計画の初年度として、研究所を

取り巻く環境に即した組織に改編した。 

・「独立行政法人の事務・事業の見直しの基

本方針」を踏まえた生産システム系の廃

止 

・海洋再生可能エネルギー関連研究の増加

に対応するため洋上再生エネルギー開発

系を設置。 

・研究機能の整理、組織の簡素化を図るた

め、プロジェクトチームの廃止、センタ

ー機能の見直し等を実施 

 保有資産については、使用状況、稼働日数、

今後の使用の予定等について１件毎に調査

を実施。今後とも課題解決に必要な質の高

い技術的知見を提供し続けるためには、こ

れら研究施設を保有すべきである。 

 

 

 

 

○電力節減の努力は、

認めるが、環境負荷低

減の関連技術など重

要な技術開発に係わ

る実験のための電力

は、適切に確保して頂

きたい。 
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２．事業運営の効率化 

(１) 管理・間接業務の効率化

等 

電力使用量の抑制等により管

理・間接業務の一層の効率化を

図るとともに、近隣の研究機関

との共同調達やコスト意識を

徹底して効率的な研究の実施

を図る等により、業務経費（人

件費、公租公課等の所要額計上

を必要とする経費及び特殊要

因 に よ り 増 減 す る 経 費 を 除

く。）について、中期目標期間

中に見込まれる当該経費総額

（初年度の当該経費相当分に

５を乗じた額。）を２％程度、

一般管理費（人件費、公租公課

等の所要額計上を必要とする

経費及び特殊要因により増減

する経費を除く。）について、

経費削減の余地がないか自己

評価を厳格に行った上で、適切

な見直しを行い、中期目標期間

中に見込まれる当該経費総額

（初年度の当該経費相当分に

５を乗じた額。）を６％程度抑

制する。 

また、現有する知的財産につい

ては、今後の活用見込みと維持

経費を勘案し、権利維持するも

のを取捨選択することで保有

コストの削減に努めるととも

に、知的財産の実施許諾の推

進、研究施設の外部利用の促進

業務の一層の効率化を図るとともに、

近隣の研究機関との共同調達やコスト

意識を徹底して効率的な研究の実施を

図る等により、業務経費（人件費、公

租公課等の所要額計上を必要とする経

費及び特殊要因により増減する経費を

除く。）一般管理費の抑制を図る。 

本年度は、中期計画の初年度に当たる

事から、管理・間接業務の効率化等を

推進するための体制整備等を行う。 

また、現有する知的財産については、

今後の活用見込みと維持経費を勘案

し、権利維持するものを取捨選択する

ことで保有コストの削減に努めるとと

もに、知的財産の実施許諾の推進、研

究施設の外部利用の促進及び受託研究

の獲得拡大、競争的資金への積極的な

応募により、収入の確保・拡大を図る。

なお、収入の確保・拡大に当たっては、

民業を圧迫しないように、かつ、本来

の研究業務の円滑な実施に支障を来さ

ないように、事前の確認を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 契約管理の強化 

契約については、「独立行政法人の契約

状況の点検・見直しについて」（平成

 東日本大震災の影響による電力使用制限に

伴い、節電計画を立案し、使用電力の大き

い研究施設の稼働を抑える等調整するとと

もに、国民が一般的に取り組む節電対策も

着実に実施し、電力使用制限令期間中、制

限値の９０％以下を維持した。また、省エ

ネ型エアコン、照明機器等への更新、省エ

ネに関する職員への啓蒙を通じ、23 年度の

電力使用量を前年度比１１％減に抑制し

た。 

 上記に加え、水道使用量を前年度比７％減、

アウトソーシングの実施等により、一般管

理費、業務経費を前年度より抑制した。 

 従来の支出・業務点検 PT を常設化した業

務効率化・改善委員会を設置し、管理・間

接業務の効率化等を推進する体制を整備し

た。 

 今後の特許権の維持に関する基本方針を策

定し、基本方針に沿って特許維持を判断。

国内特許については 23 年度は対象特許無

し、また外国特許については対象４件につ

き、共同出願先と協議の上、必要と判断し

た。 

 特許、プログラム使用料収入は 23 年度 34

百万円で過去最高額であった。さらに、受

託研究や競争的資金の収入金額も前年度よ

り増加する等収入の確保・拡大を実現して

いる。収入の確保・拡大にあたっては、契

約に際し、民間企業と競合するものではな

いこと、研究効率の向上が図られているか

等の観点から事前に役員説明を義務づける

等により実施している。 
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及び受託研究の獲得拡大、競争

的資金への積極的な応募によ

り、収入の確保・拡大を図る。 

なお、収入の確保・拡大に当た

っては、民業を圧迫しないよう

に、かつ、本来の研究業務の円

滑な実施に支障を来さないよ

うにするものとする。 

 

(２) 契約管理の強化 

契約については、「独立行政法

人の契約状況の点検・見直しに

ついて」（平成 21 年 11 月閣

議決定）に基づく取組を着実に

実施することにより、契約の適

正化を推進し、業務運営の効率

化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発

事業等に係る調達については、

その特殊性に配慮しつつ、簡易

入札の更なる活用、他の独立行

政法人の事例等をも参考に、透

明性が高く効果的な契約の在

り方を追求するものとする。 

また、外部有識者からなる契約

監視委員会による契約状況の

点検・見直しを行う。 

 

(３) 内部統制の充実・強化 

内部統制については、理事長の

ガバナンスの確保、監事監査、

情報セキュリティ強化等、これ

までの取組を徹底する。 

21 年 11 月閣議決定）に基づく取組

を着実に実施することにより、契約の

適正化を推進し、業務運営の効率化を

図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等

に係る調達については、その特殊性に

配慮しつつ、簡易入札の更なる活用、

他の独立行政法人の事例等をも参考

に、透明性が高く効果的な契約の在り

方を追求するものとする。 

また、外部有識者からなる契約監視委

員会による契約状況の点検・見直しを

行う。 

 

(３) 内部統制の充実・強化 

内部統制については、理事長のガバナ

ンスの確保、監事監査、情報セキュリ

ティ強化等、これまでの取組みを徹底

する。 

このための情報管理規程等の改正を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「独立行政法人の契約状況の点検・見直し

について」に基づき、契約監視委員会にお

いて、契約の点検、見直しを実施し、真に

やむを得ない契約を除き競争性のある契約

に移行済みであること、２ヶ年連続して一

者応札、一者応募になったものに関する改

善取組内容が適当であること等を確認して

いる。 

 一者応札は大幅に削減され、２３年度は全

契約のうち２５％となった。 

 随意契約にできる場合についても可能な限

り競争的環境下で調達を行うことを目的と

して簡易入札制度を１９年度に導入し、23

年度は 322 件について実施している。 

 

 

 

 

 

 内部統制の充実・強化のため、コンプライ

アンスマニュアルを制定するとともに、特

定資産情報監査を実施している。 

 デバイス制御ソフトウェア、不正 PC 検知・

排除を導入する等情報セキュリティを強化

している。 

 23 年度は３回の監事監査を受け、監査内容
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が理事長、理事に報告されるとともに、監

事監査に対する対応方針を作成し、業務の

改善を実施している。 

 

以上のとおり、中期目標の達成に向けて着実な実

施状況にある。 

 

Ⅴ．財務等に関する事項 

 

１．予算（人件費の見積もりを

含む。）、収支計画及び資金計画 

(１) 予算 

(２) 収支計画 

(３) 資金計画 

 

２．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限

り、資金不足となる場合におけ

る短期借入金の限度額は、700

百万円とする。 

 

３．不要な財産を処分する計画 

特になし 

 

４．重要な財産を譲渡し、又は

担保にする計画 

特になし 

 

５．剰余金の使途 

① 施設・設備の整備（補修等

を含む） 

② 業務に必要な土地、建物の

購入 

③ 海外交流事業の実施（招聘

(へい)、セミナー、国際会議の

Ⅴ．財務等に関する事項 

 

１．予算（人件費の見積もりを含む。）、

収支計画及び資金計画 

(１) 予算 

(２) 収支計画 

(３) 資金計画 

 

２．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限り、資金

不足となる場合における短期借入金の

限度額は、700 百万円とする。 

 

３．不要な財産を処分する計画 

特になし 

 

４．重要な財産を譲渡し、又は担保に

する計画 

特になし 

 

５．剰余金の使途 

 剰余金が発生した場合には、独立行

政法人通則法及び中期計画に従い、適

切な処理を行う。 

A 

 自己収入から 79 百万円を運営費交付金に

充当するという予算査定について、受託収

入及びその他収入からこの金額を捻出し、

年度計画を確実に達成している。 

 水槽の復旧補正予算と合わせて、運営費交

付金を効率的・計画的に執行することによ

り、施設の震災復旧工事費等を確保してい

る。 

 ２３年度の交付金債務執行率は 95.9％。未

執行分は想定できない人件費支出（退職金）

に使用する人件費分と期を跨いだ緊急修繕

案件の契約済繰越等により、翌事業年度に

繰り越したものである。 

 

以上のとおり、中期目標の達成に向けて着実な実

施状況にある。 

○実験及びシミュレ

ーション技術をベー

スに、今後も継続的に

一層の自己収入の拡

大に努めて頂きたい。 
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開催） 

④ 所内公募型研究の実施財

源 

 

Ⅵ．その他主務省令で定める業

務運営に関する重要事項 

 

１．施設及び設備に関する計画 

中期目標の期間中に、グリー

ン・イノベーションのための環

境技術研究等を加速するため

や施設の保守、耐震補強等を行

うため、以下の施設の更新、大

規模改修を検討する。また、既

存の施設・設備について、研究

を実施していくうえで必要不

可欠なものの維持管理に予算

を重点配算するとともに、その

有効利用を図る。 

① 海洋構造物試験水槽の改

修工事 

② 400m 試験水槽の改修工

事 

③ 研究棟の耐震工事 

また、「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針」を受

け、大阪支所について、その機

能を三鷹本所に統合すること

を検討する。 

 

２．人事に関する計画 

中期目標期間中に、定年退職等

を含めた適切な人員管理を行

い、その結果生じた減員につい

ては、公募による選考採用や産

Ⅵ．その他主務省令で定める業務運営

に関する重要事項 

 

１．施設及び設備に関する計画 

一部研究棟の耐震工事等の大規模改修

を検討する。また、既存の施設・設備

について、研究を実施していくうえで

必要不可欠なものの維持管理に予算を

重点配算するとともに、その有効利用

を図る。 

また、「独立行政法人の事務・事業の見

直しの基本方針」を受け、大阪支所に

ついて、その機能を三鷹本所に統合す

ることを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する計画 

中期目標期間中に、定年退職等を含め

た適切な人員管理を行い、その結果生

じた減員については、公募による選考

採用や産学官との連携強化のための人

事交流、任期付き研究員の採用を図る

こととするが、業務運営の効率化など

A 

 老朽化の著しい２号館について、優先して

耐震工事を行う必要があると判断し、２４

年度予算から３ヶ年にわたり必要な費用を

計上している。 

 23 年度末に 400ｍ水槽等への給水を行う

井戸が破損したため、稼働率が著しく高い

400m 水槽での研究開発への支障が予想さ

れたため、迅速な井戸の補修が必要と判断

した。一方、予算削減等から 24 年度の運

営費交付金から補修費用を捻出することは

困難であることから、23 年度の運営費交付

金から補修費用を捻出した。これにより、

今後の研究開発への支障を回避することが

できた。 

 東日本大震災の教訓を踏まえ、将来、震災、

事故等が生じた場合に研究計画への影響を

最小限に留めるため、 ４００ｍ試験水槽と

中水槽の相互利用が可能となるための施設

改修を実施した。 

 大阪支所の機能を三鷹本所に統合すること

とし、24 年度予算に、土壌調査等の費用を

計上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 研究能力の維持を図るため新規採用を計画

的に実施。人材育成、人事交流、継続雇用
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学官との連携強化のための人

事交流、任期付き研究員の採用

を図ることとするが、業務運営

の効率化などにより人員管理

の効率化に努める。 

給与水準については、国家公務

員の給与水準も十分考慮し、手

当を含め役職員給与の在り方

について厳しく検証した上で、

給与改定に当たっては、引き続

き、国家公務員に準拠した給与

規程の改正を行い、その適正化

に取り組むとともに、その検証

結果や取組状況を公表する。 

なお、人件費※注）に関し、「簡

素で効率的な政府を実現する

ための行政改革の推進に関す

る法律」（平成 18 年法律第 47

号）において削減対象とされた

人件費（以下「総人件費改革に

おいて削減対象とされた人件

費」という。）について、平成

18 年度から５年間で５％以上

を基本とする削減等の人件費

に係る取組を 23 年度も引き続

き実施する。 

ただし、今後の人事院勧告を踏

まえた給与改定分及び以下に

該当する者に係る人件費（以下

「総人件費改革の取組の削減

対象外となる任期付研究者等」

という。）については削減対象

から除くこととする。 

・競争的資金又は受託研究若し

くは共同研究のための民間

により人員管理の効率化に努める。 

給与水準については、国家公務員の給

与水準も十分考慮し、手当を含め役職

員給与の在り方について厳しく検証し

た上で、給与改定に当たっては、引き

続き、国家公務員に準拠した給与規程

の改正を行い、その適正化に取り組む

とともに、その検証結果や取組状況を

公表する。 

なお、人件費※注）に関し、「簡素で効

率的な政府を実現するための行政改革

の推進に関する法律」（平成 18 年法律

第 47 号）において削減対象とされた

人件費（以下「総人件費改革において

削減対象とされた人件費」という。）に

ついて削減を図る。 

ただし、今後の人事院勧告を踏まえた

給与改定分及び以下に該当する者に係

る人件費（以下「総人件費改革の取組

の削減対象外となる任期付研究者等」

という。）については削減対象から除く

こととする。 

・競争的資金又は受託研究若しくは共

同研究のための民間からの外部資金

により雇用される任期付職員 

・国からの委託費及び補助金により雇

用される任期付研究者 

・運営費交付金により雇用される任期

付研究者のうち、若手研究者（平成

17 年度末において 37 歳以下の研

究者をいう。） 

 

※注） 対象となる人件費の範囲は、

常勤役員及び常勤職員に支給する報酬

（給与）、賞与、その他の手当の合計額

制度の活用等とあいまって、研究ポテンシ

ャルの向上に寄与した。 

 国家公務員の給与見直しに準拠して、２４

年３月に俸給月額を平均０．２３％引き下

げた。 

 給与規程は国家公務員に準拠しており。ラ

スパイレス指数は、事務職１０３．１％、

研究職１００．８％であった。 

 人件費については、１７年度比１３．３%

減、給与改定による影響を補正すると９．

９%減であり、着実に削減している。 

 

以上のとおり、中期目標の達成に向けて着実な実

施状況にある。 
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からの外部資金により雇用

される任期付職員 

・国からの委託費及び補助金に

より雇用される任期付研究

者 

・運営費交付金により雇用され

る任期付研究者のうち、若手

研究者（平成 17 年度末にお

いて 37 歳以下の研究者をい

う。） 

 

※注） 対象となる「人件費」

の範囲は、常勤役員及び常勤職

員に支給する報酬（給与）、賞

与、その他の手当の合計額と

し、退職手当、福利厚生費（法

定福利費及び法定外福利費）を

除く。 

 

３．「独立行政法人海上技術安

全研究所法」（平成 11 年法律

第 208 号）第 12 条第１項に

規定する積立金の使途 

第２期中期目標期間中からの

繰越積立金は、第２期中期目標

期間以前に自己収入財源で取

得し、第３期中期目標期間へ繰

り越した有形固定資産の減価

償却に要する費用等に充当す

る。 

とし、退職手当、福利厚生費（法定福

利費及び法定外福利費）を除く。 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
ＳＳ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
Ｓ ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
Ａ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
Ｂ ：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
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Ｃ ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 
・ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 
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平成２３年度業務実績評価調書：海上技術安全研究所 
 

総合的な評定 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

評点の分布状況（項目数合計：９項目）                （９項目） 

ＳＳ ０項目  
Ｓ ３項目  
Ａ ６項目  
Ｂ ０項目  
Ｃ ０項目  

 
 

総 合 評 価 
 

（法人の業務の実績） 

海上技術安全研究所は、海事行政や海運・造船業界の要請に応えて技術開発を実施し、また IMO を通し

てその成果を国際的に定着させるための活動を実施し、良好な状況にある。第三期中期計画では、研究の

重点化や科研費を始めとする外部資金の獲得に意欲を示すなど、独法の発展を構想していることが窺える。

また、政界・業界・行政からの評価も高く、順調な実施状況であるといえる。 

 

また、下記は評価において、特筆すべき事項である。 

海上輸送の安全確保に関する取り組みについては、波浪荷重から構造強度までを一貫して評価・解析が

可能となるプログラムの開発や高速フェリーの大傾斜現象に対する有効な回避方策など非常に優れた成果

を達成している。 

海洋環境の保全については、新型船型を開発し実船建造に繋がったこと、舶用 SCR システムに関し

NOX80％削減を達成したこと、エンジンと SCR の個別認証が可能であることを実証し、IMO の認証ガイ

ドラインへの当該認証方式（スキーム B）の導入に貢献したこと等、非常に優れた成果を達成している。

さらに、海洋の開発に当たっても、浮体式洋上風力発電システムの動揺特性評価に係る成果や、浮体式

洋上風力発電施設のリスク評価を行い国土交通省の安全技術基準に反映されたこと等、非常に優れた成果

を達成している。 

構造への荷重や強度の研究や、SCR などはこれまでの積み重ねが本年度具体的に成果としてひとまずま

とまりをみたもので、顕著な成果といえる。海洋など新しい分野への取り組みも明確に行われている。 
（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

事務職・技術職のラスパイレス指数が高いため、改善が求められる。 

特に不具合がみられるわけでないが、前中期計画の頃から組織改革や、意識改革に取り組んできたこと

が評価されていた。それらの継続的な維持と新しい展開への組織的な対応について点検を怠らないように

望む。 
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（その他） 

船舶海洋工学の中心的な研究機関であるので、学会や国際会議などへの貢献も十分にしてほしい。 

 

総合評定 

（SS , S , A , B , C の５段階） 

       A 

 

（評定理由） 

中期目標の達成に向けて着実な実施状況にある。 

 



政独委「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」及び「平成23年度業務実績評価の具体的取組について」への対応について 【海上技術安全研究所】

実績 評価

１　政府方針等
○　「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方
針」（平成22年12月7日閣議決定。以下「基本方針」
という。）で個別に措置を講ずべきとされた事項等で、
平成23年度において取り組むこととされている事項に
ついての法人の取組。

○「役割分担の明確化、研究の重複排除」及び「事業の審査
及び評価」（23年度から実施）
・「艤装工程における生産性向上のための技術開発」は22年
度限りで廃止した。
・「役割分担の明確化、重複排除等」に関しては、平成22年
度に民間等との役割分担を整理した上で研究開発課題の再
点検を行い、民間や大学ではできない調査研究に集中化し
た。また、その旨を第３期中期目標及び中期計画において明
記するとともに、中期計画における研究計画の事前評価にお
いて、民間等との役割分担、連携強化、重複排除、研究の重
点化等の観点から評価を実施し、研究内容の重複排除、政
策上必要性の乏しい研究の排除を行った。
・「国土交通省の所管する６研究開発法人及び国土技術総
合研究所のあり方の見直し」については、「独立行政法人の制
度及び組織の見直しの基本方針」を踏まえ対応していくことと
している。
○「大阪支所の移管の検討」（23年度中に実施）
・大阪支所の機能を三鷹本所へ統合することとし、24年度予
算に移転に必要な調査費用を計上した。

「23年度から実施」とされている事項について、22年度におい
て確実に措置されており、評価できる。
また、大阪支所の移管の検討についても、三鷹本所への機能
統合に向けて進捗しており、評価できる。

○　政独委が国土交通大臣に通知した勧告の方向
性のうち、平成23年度において取り組むこととされて
いる事項についての法人の取組。

該当無し

－

○　公益法人等に対する会費の支出について、「独
立行政法人が支出する会費の見直しについて」（平
成24年3月23日行政改革実行本部決定）で示され
た観点を踏まえた見直し。

公益法人等への会費の支出は、研究所の業務の遂行のため
に真に必要なものであり、かつ、必要最低限のものとなるよう
精査した。これにもとづき、２４年度の会費の支出を削減予
定。

会費支出削減に向けた見直しを実施しており、評価できる。

２　財務状況

（１）当期総利益（又は当期総損失）
○　当期総利益（又は当期総損失）の発生要因が明
らかにされているか。また、当期総利益（又は当期総
損失）の発生要因の分析を行った上で、当該要因が
法人の業務運営に問題等があることによるものか。

総利益は２０百万円。 当期総利益の発生要因は、法人の業務運営に問題等がある
ことによるものではないと認められる。
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政独委「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」及び「平成23年度業務実績評価の具体的取組について」への対応について 【海上技術安全研究所】

実績 評価

（２）利益剰余金（又は繰越欠損金）
○　利益剰余金が計上されている場合、国民生活及
び社会経済の安定等の公共上の見地から実施され
ることが必要な業務を遂行するという法人の性格に照
らし過大な利益となっていないか。

利益剰余金は８０百万円であり、特に過大な利益とはなって
いない。

過大な利益とはなっていないと認められる。

○　繰越欠損金が計上されている場合、その解消計
画の妥当性。当該計画が策定されていない場合、未
策定の理由の妥当性（既に過年度において繰越欠
損金の解消計画が策定されている場合の、同計画の
見直しの必要性又は見直し後の計画の妥当性を含
む）。
　さらに、当該計画に従い解消が進んでいるかどう
か。

繰越欠損金は計上されていない。

ー

（３）運営費交付金債務
○　当該年度に交付された運営費交付金の当該年
度における未執行率が高い場合において、運営費交
付金が未執行となっている理由が明らかにされている
か。

運営費交付金の執行率は95.9％であり、未執行分は想定で
きない人件費支出（退職金）に使用する人件費分と期を跨い
だ緊急修繕案件の契約済繰越等により、翌事業年度に繰り
越したもの。

業務運営に影響を及ぼしておらず、適切に執行されていると
認められる。

○　運営費交付金債務（運営費交付金の未執行）と
業務運営との関係についての分析。

上記の通り、未執行分は想定できない人件費支出（退職金）
に使用する人件費分と期を跨いだ緊急修繕案件の契約済繰
越等により、翌事業年度に繰り越したもの。

業務運営に影響を及ぼしていない。

３　保有資産の管理・運用等

（１）保有資産全般の見直し

ア　実物資産
○　職員宿舎について、「独立行政法人の職員宿舎
の見直し計画」（平成24年４月3日行政改革実行本
部決定）で示された方針等を踏まえた見直し。

職員宿舎は保有していない。

ー

○　基本方針において既に個別に措置を講ずべきと
された施設等以外の建物、土地等における、ⅰ）利
用実態の把握状況、Ⅱ）利用実態を踏まえた保有の
必要性等の検証状況。（未利用又は利用の程度が
低い資産関係）

保有資産については、使用状況、稼働日数、今後の使用の
予定等について１件毎に調査を実施。今後とも課題解決に必
要な質の高い技術的知見を提供し続けるためには、これら研
究施設を保有すべき。

課題解決に必要な質の高い技術的知見を提供するために必
要な施設を保有していると認められる。

イ　金融資産
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政独委「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」及び「平成23年度業務実績評価の具体的取組について」への対応について 【海上技術安全研究所】

実績 評価

○　いわゆる溜まり金の精査における、次のような運
営費交付金債務と欠損金等との相殺状況に着目し
た洗い出し状況。
ⅰ）運営費交付金以外の財源で手当てすべき欠損
金と運営費交付金債務が相殺されているもの。
ⅱ）当期総利益が資産評価損等キャッシュ・フローを
伴わない費用と相殺されているもの。

内部留保は存在しない。

－

ウ　知的財産等

○　特許権等の知的財産について、法人における保
有の必要性の検討状況。

21年度に今後の特許権の維持に関する基本方針を策定し、
国内特許については維持費用が高額となる登録７年目以降
維持するかどうか、収入見通し、競争力保護等の観点を踏ま
え個々に判断することとし、また外国特許については維持年
金支払い判断をする度に検討することとし、特許権維持費用
の抑制を図っている。

策定した基本方針に則って検討、判断しており、評価できる。

○　検討の結果、知的財産の整理等を行うことになっ
た場合は、その法人の取組状況や進捗状況等。

国内特許については23年度は対象特許無し。また外国特許
については、対象４件につき、共同出願先と協議の上、必要と
判断。

策定した基本方針に則って検討、判断しており、評価できる。

（２）資産の運用・管理

ア　実物資産

○　活用状況等が不十分な場合は、原因が明らかに
されているか。その妥当性。

研究施設の稼働状況について調査を実施。活用状況等が不
十分なものはなし。

活用状況等が不十分なものはないと認められる。

○　実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上
に係る法人の取組。

施設等の定期点検等のアウトソーシングを実施するとともに、
施設の外部利用については、施設の使用、データ収集・解析
等に関して専門的知識・ノウハウが必要になることから、これを
含んだ形の受託・請負研究等を通じて外部利用ニーズに応
えている。

アウトソーシングによる施設管理の効率化を図るとともに、外
部利用による自己収入の向上に取り組んでおり、評価できる。

イ　金融資産

a）資金の運用

○　事業用金融資金の管理・運用に関する基本方
針の策定状況及び委託先の選定・評価に関する規
定状況。

運用する資金は保有していない。

ー
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政独委「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」及び「平成23年度業務実績評価の具体的取組について」への対応について 【海上技術安全研究所】

実績 評価

○　運用委託先の評価の実施状況及び定期的見直
しの状況。

運用する資金は保有していない。
ー

○　資金管理機関への委託業務に関する管理・監督
状況。

運用する資金は保有していない。
ー

b)　債権の管理等
○　貸付金、未収金等の債権について、回収計画が
策定されているか。回収計画が策定されていない場
合、その理由の妥当性。

貸付金はない。
未収金は受託研究に伴うものであり、特に問題はない。

問題は認められない。

○　回収計画の実施状況。ⅰ）貸倒懸念債権・破産
更生債権等の金額やその貸付金等残高に占める割
合が増加している場合、ⅱ）計画と実績に差がある場
合の要因分析を行っているか。

貸付金、問題となる未収金はない。

ー

○　回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要
性等の検討が行われているか。

貸付金、問題となる未収金はない。
ー

ウ　知的財産等

○　特許権等の知的財産について、特許出願や知的
財産活用に関する方針の策定状況や体制の整備状
況。

23年度の特許出願・プログラム登録件数５０件、特許・プログ
ラム使用許諾料38百万円（過去最高）。
知財戦略実施計画を策定し、これに基づき、以下の取組を実
施。
・研究の企画立案時において、その研究分野における特許の
分析をし、研究所の強みがある部分を特定し、特許に結びつ
けるための検討を行い、特許出願計画を折り込む手法を導入
・民間企業で経験のある知財専門家を配置し、特許、論文、
技術広報、規制等の様々な技術情報を解析するとともに、特
許出願計画の策定を支援

知財戦略実施計画の策定及びそれに基づく体制整備済みで
あり、評価できる。

○　実施許諾等に至っていない知的財産の活用を推
進するための取組。

未利用の知的財産の周知と民間企業への利用への働きかけ
を実施。未利用の特許権については、インターネット上で開放
特許を一括して検索できる「特許流通データベース」に登録
し、利用へ向けた周知を行っている。さらに、民間企業のニー
ズと研究シーズをマッチングさせ、受託・共同研究へとまとめ
る役割の研究連携主管によって、民間企業に対して知的財
産の利用の働きかけを実施。

未利用知的財産の周知等の活用推進の取り組みを実施して
おり、評価できる。
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実績 評価

４　人件費管理

（１）　総人件費

○　取組開始からの経過年数に応じ取組が順調であ
るかどうかについて、法人の取組の適切性。また、今
後、削減目標の達成に向け法人の取組を促すものと
なっているか。

23年度の総人件費改革対象人件費は、基準年度（１７年度）
と比べ９．９％減少（給与法改正影響の補正値）となり、着実
に削減を進めている。
また、国家公務員の給与見直しに準拠して、平成24年3月に
俸給月額を平均0.23％引き下げた。

総人件費改革対象人件費の削減を着実に進めており、評価
できる。

（２）　その他

○　法人の福利厚生費について、法人の事務・事業
の公共性、業務運営の効率性及び国民の信頼確保
の観点から、必要な見直しが行われているか。

研究所に互助組織は存在しないこと、食事補助の支出は実
施していないこと、また、法定外福利費の支出については、国
に準拠した健康診断費用と永年勤続等表彰のみである。

「独立行政法人の法定外福利厚生費の見直しについて」（平
成22年５月６日総務省行政管理局長通知）を遵守しており、
適切と認められる。

５　契約

（１） 契約に係る規程類、体制

○　契約方式等、契約に係る規程類について、整備
内容や運用の適切性等。

研究所の契約については、原則として競争によるものとし、競
争契約における公告期間、公告方法、予定価格の作成な
ど、契約の適正化を図る上で重要な契約手続について、内部
規程により明確に定めており、これら契約手続については、国
の制度に整合させている。
また、一般競争入札、企画競争、公募の実施にあたり、競争
性、透明性が確保されるよう、要領、マニュアルを定め、国の
方法に即して実施するとともに、実施についての公告や結果
の公示をホームページで行うなど、競争性、透明性の確保に
努めている。

契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用
は、適切と認められる。

○　契約事務手続に係る執行体制や審査体制につ
いて、整備・執行等の適切性等。

契約手続を適正かつ確実に実施するため、契約に係る審査
担当を複数者とする体制強化を行うとともに、全調達要求は
理事長の決裁としている。また、政府調達による随意契約案
件及び理事長が必要とする案件は、契約審査委員により事
前審査を行い、理事長に意見を述べることになっている。
さらに、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」
に基づき、２３年度も、契約監視委員会において、契約の点
検、見直しを実施し、真にやむを得ない契約を除き競争性の
ある契約に移行済みであること、２ヶ年連続して一者応札、一
者応募になったものに関する改善取組内容が適当であること
等が確認されている。

契約事務手続に係る執行体制や審査体制について、整備・
執行等は適切と認められる。
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実績 評価

（２）　随意契約見直し計画

○　「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目
標達成に向けた具体的取組。

２３年度の競争性のない随意契約の件数は18件となり、２２
年度より増加しているが、その内容は「随意契約等見直し計
画」における、受託研究の契約においてその一部を特定の第
三者に委託することが依頼者から指定されているもの、官報
の掲載等供給することが可能な者が一のもの等となってい
る。
監事監査においても、「２２年度は２件であった委託元指示に
よる随意契約が、２３年度は１１件もあったことが大きく影響し
ており、やむを得ないものと考える」旨講評されている。

取組は適切と認められる。

（３）　個々の契約

○　個々の契約の競争性・透明性の確保。 上記（１）、（２）の取組の他、
・一者応札は大幅に削減され、２３年度は２５．０％となってい
る。
・随意契約にできる場合についても可能な限り競争的環境下
で調達を行うことを目的として簡易入札制度を１９年度に導入
している。

取組は適切と認められる。

６　内部統制

○　内部統制の充実・強化に向けた法人の長の取
組。監事監査結果への対応。内部統制の充実・強化
に関する法人・監事の積極的な取組。

・コンプライアンスマニュアルの制定、特定資産情報監査の実
施等を行った。
・研究所の目的、経営ビジョン等に関し、理事長の訓辞などを
通じて、職員全員に周知徹底。各研究系は実施している研究
課題の進捗状況について、毎月幹部会にて報告を義務づけ
るとともに、中期計画及び年度計画に設定された数値目標に
ついては、毎月又は四半期毎にその達成状況をモニタリング
することを通じ、理事長をはじめ役員も随時進捗状況を把握
し、的確な指示ができるようになっている。
・内部監査（研究費運営監査、情報セキュリティ監査）を確実
に実施。
・23年度は３回の監事監査を受け、監査内容が理事長、理
事に報告されるとともに、監事監査に対する対応方針を作成
し、業務の改善を実施。

コンプライアンスの強化、理事長のガバナンスの強化、監事監
査結果への対応が適切になされており、評価できる。

７　関連法人

6/7



政独委「独立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」及び「平成23年度業務実績評価の具体的取組について」への対応について 【海上技術安全研究所】

実績 評価

○　法人の特定の業務を独占的に受託している関連
法人について、当該法人と関連法人との関係が具体
的に明らかにされているか。
　当該関連法人との業務委託の妥当性。

関連法人は存在しない。

－

○　関連法人に対する出資、出えん、負担金等につ
いて、法人の政策目的を踏まえた出資等の必要性。

関連法人は存在しない。

ー

８　業務改善のための役職員のイニシアティブ等に
　　ついての評価

○　自然災害等に関係するリスクへの対応について、
法令や国等からの指示・要請に基づくもののほか、法
人独自の取組。

震災、事故等が生じた場合に研究計画への影響を最小限に
留めるため、400m試験水槽と中水槽の相互利用が可能とな
るための施設改修を実施。

東日本大震災の教訓を踏まえた施設改修を実施し、震災等
が生じた場合に研究計画への影響を最小限に留める措置を
実施しており評価できる。
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